
 

令和８年度 保育士修学資金貸付等事業 

保育士修学資金 募集要項 

 

  制度の概要   

 
 本制度は、養成施設（児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号）第 18条の６に基づき岡山

県知事の指定する保育士を養成する学校その他の施設をいいます。以下同じ。）に在学し、

保育士資格の取得を目指す学生に修学資金を貸し付けることで、保育士資格の新規取得者

の確保を図ることを目的としています。 

 

１ 貸付対象者：以下の要件をいずれも満たす方 

（１）岡山県内の養成施設に在学する方 

（２）養成施設卒業後、岡山県内（県外の所定の国立施設等で従事する場合を含みます。以

下同じ。）の従事先施設等において児童の保護等に従事しようとする方 

（３）優秀な学生であって、家庭の経済状況等から真に貸付けが必要と認められる方 

※本制度における従事先施設等の詳細（定義等）については、募集要項最後の別表１をご

覧ください。 

 

 

他制度との併用について 

本制度と趣旨が同様の他制度（※１）を利用する方は、原則として貸付対象になりま

せん。 

ただし、本制度との併用が認められている他制度（※２）を利用する方及び他制度の

利用を中止（※３）して本制度を利用する方は、貸付対象になります。 

加えて、本制度による貸付を受けようとする方が本制度と趣旨が同様の他制度（国庫

補助事業等を除く。）との併用を希望し、貸付けの審査により他制度との併用が真にや

むを得ないと認められた場合についても、貸付対象となります。 

※１ 本制度と趣旨が同様の他制度には、他団体等が実施する保育士修学資金等貸付、

生活福祉資金、母子父子寡婦福祉資金、離職者訓練制度、独立行政法人日本学生

支援機構が実施する貸与型奨学金（第１種・第２種）、施設経営法人が実施する奨

学金等が含まれます。 

※２ 本制度との併用が認められている他制度には、高等教育の修学支援新制度（大学

等における修学の支援に関する法律に基づく授業料等減免及び学資支給）が含ま

れます。ただし、授業料等減免と併用する場合は、本制度の利用が一部制限され

る場合があります。詳細については、募集要項最後の別表２をご確認ください。 

※３ 他制度の利用中止の可否については、他制度の実施機関に事前にご確認ください。

他制度を、本制度の貸付期間の初月分まで遡って中止できない場合は、岡山県社

会福祉協議会までご相談ください。貸付決定後に他制度との併用が判明した場合、

契約解除になることがあります。 

別紙１ 



 

２ 貸付期間：養成施設に在学する期間（原則として最大２年間まで） 

※正規の修学期間が２年間を超える養成施設に在学している場合は、２年間に相当する

金額の範囲内であれば正規の修学期間を貸付期間とすることができます。 

 

３ 貸付額：下記の金額を上限として貸付けします。 

（１）修学資金（学費）    月額  ５０，０００円 

（２）入学準備金       ２００，０００円（初回送金時に貸付） 

（３）就職準備金       ２００，０００円（卒業年度に貸付） 

 ※入学準備金は、原則として 1年次から貸付けを受ける場合のみ利用できます。 

※貸付上限額が改定された場合、貸付決定日時点での貸付上限額を適用して貸付決定を

行います。 

 ※最終学年の学生については、（３）就職準備金のみを申し込むことも可能です。 

 

４ 貸付利子: 無利子 

  ※ただし、返還期限日までに返還しなかった場合、返還残額に対して、年３％の延滞利子

を徴収します。 

 

５ 定  員：１５名程度  

就職準備金のみ １０名程度 

 

６ 連帯保証人：１人必要 

連帯保証人は、以下の要件全てに該当する必要があります。 

（１）日本国内に住所を有する方 

（２）日本国籍を有する方又は永住者の在住資格を持つ方若しくは特別永住者等の方 

（３）確実な保証能力を有する成年者の方 

※保証能力については、原則として住民税所得割を課税されていることを以って確認さ

せていただきます。 

※（３）の要件に加えて、連帯保証人は、借入申込者と独立した生計を営んでいる方であ

ることが望ましいです。 

※連帯保証人の適格要件等に関する個別のお問い合わせには、お答えできません。 

 

７ 貸付契約の解除 

借受人が資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるに至ったとき、

岡山県社会福祉協議会は、貸付契約を解除します。また、借受人が貸付期間中に貸付契約

の解除を申し出たときも、岡山県社会福祉協議会は、貸付契約を解除します。 

 

修学資金（学費）の月額の例 

２年課程の場合 ５０，０００円×２４か月＝合計 １，２００，０００円 

３年課程の場合 ３３，０００円×３６か月＝合計 １，１８８，０００円 

４年課程の場合 ２５，０００円×４８か月＝合計 １，２００，０００円 



 

 

 

 

 

 

 

８ 返還の債務の当然免除 

以下のいずれかに該当する場合には、貸付金の返還債務が免除されます。 

（１）養成施設を卒業した日から１年以内に保育士登録を行い、岡山県内の従事先施設等

において児童の保護等に従事し、かつ、５年間（在職期間通算 1,825日以上かつ業務従

事期間 900日以上）引き続き当該業務に従事したとき 

なお、過疎地域、離島及び中山間地域等において当該業務に従事した場合、又は中高

年離職者での従事又は中高年離職者（入学時に４５歳以上で離職後２年以内の方）の場

合は、返還免除のために必要な業務従事期間が３年（在職期間通算 1,095日以上かつ業

務従事期間 540日以上）に短縮されます。 

（２）従事先施設等における児童の保護等の業務に従事している期間中に、業務上の事

由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することができな

くなったとき 

 

９ 返 還 

 以下の事由に該当する場合には、月賦の元金均等払方式で岡山県社会福祉協議会が定め

る返還期間内に貸付金を返還していただきます。なお、返還期間は、以下の事由が生じた日

の属する月の翌月から、貸付けを受けた期間の２倍に相当する期間（就職準備金のみは６か

月）以内の期間を基準として決定します。 

（１）貸付契約が解除されたとき 

（２）養成施設を卒業した日から１年以内に保育士登録簿に登録しなかったとき 

（３）岡山県内の従事先施設等において児童の保護等の業務に従事しなかったとき 

（４）岡山県内の従事先施設等において児童の保護等の業務に従事する意思がなくなっ

たとき、又は、岡山県内の従事先施設等において児童の保護等の業務に従事する意思が

なくなったと岡山県社会福祉協議会が判断したとき 

（５）業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき 

※貸付けを受けた期間以上に岡山県内の従事先施設等において児童の保護等の業務に従

事した場合は、返還の債務の一部が免除されることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められる事由の例 

（１）退学したとき 

（２）心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき 

（３）学業成績が著しく不良になったと認められるとき 

（４）死亡したとき 



 

  申込方法等   
 

１ 申込時の必要書類 

【全員共通】  

□ 岡山県保育士修学資金借入申込書（様式第１号－１） 

□ 世帯の状況表（様式第１号－１（別紙１）） 

□ 借入申込者世帯全員の住民票の写し 

  ※世帯の状況表（別紙１）に記入された世帯員全員分の住民票が必要です。 

※発行から３か月以内かつ個人番号（ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ）記載なしのもの（コピーは不可） 

□ 借入申込者世帯の生計維持者の所得・課税証明書（最新のもの） 

  ※生命保険料控除などの所得控除の内容が確認できるもの 

※生計維持者は、原則、父母（どちらかいないときは１人）です。父母がいない場

合は、申込者の生計を実際に支えている人が生計維持者です。 

※所得・課税証明書上の所得と比較して、所得が急変している場合等は、「世帯の

状況表（別紙１）」の「家族についての特記事項欄」に現状を詳しく記入してく

ださい。また、現状を証明できる書類がある場合は、添付してください。 

※所得・課税証明書は、市町村役場等で取得できます。なお、申込時点では、令和

７年度（令和６年中所得）分が最新です。 

□ 連帯保証人の住民票の写し 

   ※発行から３か月以内かつ個人番号（ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ）記載なしのもの（コピーは不可） 

※借入申込者世帯の世帯員及び連帯保証人が同一の場合は、１通で兼ねることがで

きます。 

□ 連帯保証人の所得・課税証明書（最新のもの） 

  ※住民税の課税状況が確認できるもの 

  ※生計維持者及び連帯保証人が同一の場合は、１通で兼ねることができます。 

※所得・課税証明書は、市町村役場等で取得できます。なお、申込時点では、令和

７年度（令和６年中所得）分が最新です。 

※所得・課税証明書上の所得と比較して、所得が大きく減少している場合等は、現

状を証明できる書類（直近の源泉徴収票や給与明細表等）を添付してください。 

□ 個人情報の取扱いについての同意書 

   ※借入申込者及び連帯保証人それぞれが署名・捺印してください。 

  

【中高年離職者に該当する場合】 

□ 離職したこと及び離職日を証明する書類 

 

【本制度と趣旨が同様の他制度を利用する場合（予定や希望の場合を含む）】 

 □ 他制度の利用意思等申出書（様式第１号－１（別紙３）） 

 

２ 借入申込書等の提出先・期限等 

借入申込者は、借入申込書等を在学している養成施設へ提出してください。提出期限に

ついては、在学している養成施設の指示に従ってください。 



 

 養成施設に提出された借入申込書等は、在学している養成施設が取りまとめて、岡山県

社会福祉協議会に送付されます。養成施設のご担当者様におかれましては、借入申込者推

薦書（様式第１号－１（別紙２））を添えて令和８年５月１５日（金）までに岡山県社会

福祉協議会へ提出をお願いします。 

 

３ 貸付決定又は不承認の通知 

 貸付対象要件を満たす借入申込者の中から定員数及び予算等に応じて一定数の者を選考

し、養成施設を通じて、貸付決定又は不承認の通知を行います。 

  ※選考内容に関するお問い合わせにはお答えできませんので予め御了承ください。 

※貸付決定までの間に制度改正があった場合、この募集要項と異なる内容で貸付決定を

させていただく場合があります。その際は、貸付決定通知書等により変更内容をお知ら

せします。 

 

４ 貸付決定後の提出書類（養成施設で取りまとめの上、提出していただきます。） 

 貸付決定を受けた方には、次の書類を提出していただきます。指定した期日（貸付決定

を受けた日から２週間後）までに提出がない場合、借入れを辞退したものとみなす場合が

あります。 

□ 岡山県保育士修学資金借用証書 

※借受人及び連帯保証人がそれぞれ署名・捺印してください。 

□ 借受人及び連帯保証人の印鑑登録証明書 

※市町村から３か月以内に交付されたものに限ります。 

※今春、高校を卒業した借受人等については、まだ印鑑登録を行っていないことが

想定されます。貸付決定した場合に、速やかに手続きが進められるよう準備をお

願いいたします。 

 □ 口座振込申出書（本人名義の口座に限ります。） 

 

５ 貸付金の送金時期について 

令和８年度分の貸付金の送金予定日は、前期（４月～９月）分として７月１０日、後期（９

月～翌年３月）分として１０月９日の年２回です。 

また、就職準備金の送金予定日は、卒業予定年度の７月１０日です。 

ただし、借受人が大学等における修学の支援に関する法律に基づく授業料等減免を利用

する場合（利用申込予定の場合等、今後、利用する見込みがあると認められる場合を含みま

す。）、利用額の確定の申し出及び貸付一部辞退等の手続きが完了した後に送金を行います。 

 

  申込・問い合わせ先   
〒700-0807 岡山市北区南方２丁目１３－１ きらめきプラザ内 

  社会福祉法人岡山県社会福祉協議会 福祉支援部 生活支援班 

TEL ０８６－２２６－３５４４（直通） 

 

 

  



 

別表１ 本制度における従事先施設等について 

区域 施設等種別及び法令・通知等 

全
国 

国立高度専門医療研究センターまたは独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であって、児童

福祉法第 27 条第 2 項の委託を受けた施設 

肢体不自由児施設「整肢療護園」 

重症心身障害児施設「むらさき愛育園」 

岡
山
県 

児童福祉法第 6 条の 2 の 2 第 2 項及び同条第 4 項に規定 

児童発達支援センターその他の厚生労働省令で定める施設  

児童福祉法第 7 条に規定する児童福祉施設（保育所を含む） 

・助産施設 ・乳児院 ・母子生活支援施設 ・保育所 ・幼保連携型認定こども園 

・児童厚生施設 ・児童養護施設 ・障害児入所施設 ・児童発達支援センター 

・児童心理治療施設 ・児童自立支援施設 ・児童家庭支援センター 

児童福祉法第 12 条の 4 に規定 

・児童相談所に設置される児童を一時保護する施設 

児童福祉法第 18 条の 6 に規定 

・指定保育士養成施設 

学校教育法第 1 条に規定する幼稚園のうち次に掲げるもの 

・教育時間の終了後等に行う教育活動（預かり保育）を常時実施している幼稚園（週５日以上） 

・「認定こども園」への移行を５年以内に予定している幼稚園 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第 2 条第 6 項に規定 

・認定こども園 

児童福祉法第 6 条の 3 第 9 項から第 12 項までに規定する事業であって、同法第 34 条の 15 第 1 

項の規定により市町村が行うもの及び同条第 2 項の規定による認可を受けたもの 

・家庭的保育事業 

・小規模保育事業 

・居宅訪問型保育事業 

・事業所内保育事業 

児童福祉法第 6 条の 3 第 13 項に規定するものであって、同法第 34 条の 18 第 1 項の規定による

届出を行ったもの 

・病児保育事業 

児童福祉法第 6 条の 3 第 2 項に規定するものであって、同法第 34 条の 8 第 1 項の規定により市

町村が行うもの及び同条第 2 項の規定による届出を行ったもの 

・放課後児童健全育成事業 

児童福祉法第 6 条の 3 第 7 項に規定するものであって、同法第 34 条の 12 第 1 項の規定による

届出を行ったもの 

・一時預かり事業 

子ども・子育て支援法第 30 条第 1 項第 4 号に規定 

・離島その他の地域における特例保育を実施する施設 

児童福祉法第 6 の 3 第 9 項から第 12 項までに規定する業務又は第 39 条第 1 項に規定する業務

を目的とするものであって、同法第 34 条の 15 第 2 項、第 35 条第 4 項の認可又は認定こども園

法第 17 条第 1 項の認可を受けていない認可外保育施設のうち、次に掲げるもの 

① 児童福祉法第 59 条の 2 の規定により届出をした施設 

② ①に掲げるもののほか、都道府県等が事業の届出をするものと定めた施設であって、当該届出をし

た施設 

③ 雇用保険法施行規則第 116 条に定める事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の助成を受けて

いる施設 

④ 「看護職員確保対策事業等の実施について」に定める病院内保育所運営事業の助成を受けている施

設 

⑤ 国、都道府県又は市町村が設置する児童福祉法第 6 条の 3 第 9 項から第 12 項までに規定する

業務又は同法第 39 条第 1 項に規定する業務を目的とする施設 

子ども・子育て支援法第 59 条の 2 第 1 項に規定する仕事・子育て両立支援事業のうち、「平成 28 

年度企業主導型保育事業の実施について」の別紙「平成 28 年度企業主導型保育事業費補助金実施要

綱」の第 2 の 1 に定めるもの 

・企業主導型保育事業 

 



 

別表２ 保育士修学資金等と高等教育の修学支援新制度の併用可否一覧表 

※１ 大学等における修学の支援に関する法律に基づく授業料等減免 

※２ 大学等における修学の支援に関する法律に基づく学資支給 

【注意事項】 

保育士修学資金と高等教育の修学支援新制度を併用する方は、原則として、それ以外に趣旨が

同様の他制度を利用することが認められません。 

高等教育の 

修学支援新制度 

の種別 

保育士 

修学資金 

の種別 

併用可否 必要な手続きなど 

授
業
料
等
減
免
（
※
１
） 

授業料の減免 修学資金 

△ 

併用可 

(条件付) 

「授業料の自己負担額」及び「授業料以外の 

修学にかかる経費の額（※）」の合計額を超え

て貸付を受けることはできません。 

併用を希望する場合、貸付金の送金は、減免

額確定の申し出及び貸付一部辞退等の手続き

が完了した後に行います。 

※教材費や実習費等 

入学金の減免 入学準備金 

△ 

併用可 

(条件付) 

「入学金の自己負担額」及び「入学金以外の

入学にあたってかかる経費の額（※）」の合計

額を超えて貸付を受けることはできません。 

併用を希望する場合、貸付金の送金は、減免

額確定の申し出及び貸付一部辞退等の手続き

が完了した後に行います。 

※入学時に購入する学用品購入費等 

給付型奨学金 

（※２） 
－ 

〇 

併用可 
併用にあたって、必要な手続きはありません。 


